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マイスター・ハイスクール（次世代地域産業⼈材育成刷新事業） 2.5億円令和6年度予算額

）2.5億円（前年度予算額

様々な分野の専⾨家
教育界・産業界双⽅の経験・
知⾒を持つ橋渡し役

課題に応じて
相談

助⾔

●専⾨学科デジタルコンテンツの充実

③取組の⽀援
伴⾛者伴⾛者 アドバイザーアドバイザー

ｃ専⾨⾼校産業界

【件数︓9箇所（新規４・継続５）】
【委託先︓都道府県等】

ｃｃｃｃｃｃｃ

（初等中等教育局参事官（⾼等学校担当）付産業教育振興室）

【件数︓１箇所】 【委託先︓⺠間事業者】

①先進的取組●マイスター・ハイスクール

【件数︓新規６箇所】 【委託先︓都道府県等】
※令和６年５⽉時点

ｃ

（主な取組）
 産業界、⼤学、⾼専等との合同会議
（産学の連携の基盤づくり/相互理解）
 マイスター・ハイスクール関係者による研修
 企業等と連携した授業・実習
 産学連携コーディネーターの配置・活⽤
 取組を地域に発信 等

助⾔

伴⾛⽀援

【件数︓１箇所】 【委託先︓⺠間事業者】
情報提供

① 産業界等と⼀体となった教育課程開発などの先進的取組を⾏う都道府県等・専⾨⾼校が中核となり、産業界等と連携した⼈材育成の広域ネットワークを牽引
② 産業界等との連携に課題のある地域が、先進的取組を直接学びつつ、連携体制の強化プロセスを実践研究
③ ⺠間事業者による取組に応じた⽀援、広域ネットワーク内をつなぐネットワークハブ
④ 産業界等と専⾨⾼校の連携段階ごとの課題及びその解決策について調査し、実効性のある連携体制構築のポイントを整理

地域産業の持続的な成⻑を牽引する最先端の職業⼈材育成エコシステムを確⽴

（主な取組）
 域内全体での産業界等と専⾨⾼
校の連携体制の確⽴

 産業界等と専⾨⾼校が⼀体となっ
た教育課程の開発

 企業等での授業・実習
 広域ネットワークの牽引
（他都道府県等への助⾔、中核拠点
の役割に関する調査研究） 等  広域ネットワークのハブ的役割

 産学連携コーディネーターの育成⽀援 等

④実態調査（全国・指定地域）

連携ノウハウ
の提供・助⾔

■ 第４次産業⾰命の進展、デジタルトランスフォーメーション（DX）、六次産業化等、産業構造・仕事の内容が急速かつ絶えず⾰新する中、専⾨⾼校では、
産業構造の絶え間ない変化に即応した職業⼈材育成が急務。

■ そのため、令和3年度より、産業界等と専⾨⾼校が⼀体となって職業⼈材育成を⾏うマイスター・ハイスクールを実施。
■ 我が国の産業の発展のためには、マイスター・ハイスクールの全国的な横展開が必須。しかし、産業界等との連携に課題のある地域では導⼊が困難であるこ

とから、実践的な取組を通じた研究や全国実態調査等を通じて、連携体制の強化の⽅策について明らかにする必要。

②産業界等と連携体制強化

広域ネットワーク
の構築

現状・課題

事業内容

連携ポイント
の提供

連携に課題

職業⼈材育成
エコシステム
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第12回⾼等学校教育の在り⽅
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達成
できること

達成
できること

マイスター・ハイスクール事業 〜産学連携による産業⼈材育成のスキーム〜

⼈材育成
エコシステム

連
携

が不可⽋な要素

 より時代のニーズに合った
専⾨⾼校等の教育活動・
教育課程の実現

 専⾨⾼校等の特⾊化・魅⼒化に
よる定員充⾜率の向上

 最先端の産業界等の技術・知識
等のリソースの活⽤

 企業の施設の活⽤による
⾼度な研究・実習

 企業との共同研究や商品
開発等の活性化・持続化

 産業実務家教員による
実践的授業

 産業界の視点を取り⼊れた
学校設定科⽬

派
遣
・
協
⼒
等

起
業
・
就
職
等

例えば

産業⼈材育成の
教育充実

地域産業界の
持続的発展  産業界のニーズに適応し、

かつ牽引できる⼈材確保

 社内⼈材育成に寄与
 教育界との持続的関係づくり
 地元企業の魅⼒発信

例えば

 県内の経済団体との⼈事交流等や
授業⾒学等の連携体制の構築

 県と産業団体との⼈材育成に
かかる連携協定の締結

例えば

• いきなり学校側や企業側から連携を持ち掛けるのはハードルが⾼い
• 組織同⼠の協⼒体制が約束事化していることにより、学校と企業の
連携につなげやすくなる

地⽅⾃治体による産学連携体制の構築が必要な理由

 お互いの価値観や
考え⽅の違いのすり合わせ

 学校のニーズを企業が
実現できる形で依頼
• 企業の⼈材による授業
• 企業の施設設備を
活⽤した実習 など

 企業の得意分野を
学校教育に落とし込む

 教員の⼼理的ハードルを
下げる

例えば コーディネート機能が必要な理由
⼈材育成という⽬標は同じだが、価値観や考え⽅が異なることにより、実現まで
に多くの調整が必要。コーディネーターによって、両者の認識合わせを⾏い、実現
可能な形を作ることができるようになる

卒業⽣

産業界

マイスター・ハイスクール
CEO（コーディネート機能）

地⽅⾃治体

専⾨⾼校

地域における
産業界と教育界の
連携体制構築を担う

コーディネート機能
を担う

産業実務家
教員

専
⾨
⾼
校

産
業
界

産業界の最新知識・技術という
リソースを活⽤した実践的教育

優秀な⼈材がほしい
産業界を担う⼈材育成に関わりたい

実現したい
こと

授業に参画してほしいが、
依頼を受けてくれるのか

⼈材を出すことによるビジネスの
機会損失リスクの懸念ハードル

教育上有効なことを⼀番に考える
企業側の求める特定の分野
だけの育成は困難

⾃分の企業の利益につながるのか、
⼈材が来てくれるのか、企業としての
本来業務がある中で、学校の依頼
すべてには応えられない

価値観

イメージ

産学連携コーディネート機能を果たす⼈材地域の産学連携体制の基盤づくり ・

⽀
援

・産業振興部局 等
・教育委員会 連

携
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専⾨⾼校と産業界・企業が連携する仕組みをつくり、地域産業の持続的な成⻑を牽引する最先端の職業⼈材育成
エコシステムを確⽴。



マイスター・ハイスクール事業 〜産学連携による学校現場の変化〜
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進路意識⽣徒の学びへ向かう態度 教育

令和５年度「マイスター・ハイスクール事業」にかかるＰＤＣＡサイクル構築のための調査研究 成果物「マイスター・ハイスクールの取組事例」リーフレットより

マイスター・ハイスクール事業の指定校関係者が実感した変化として、下記のような変化が挙げられる。



マイスター・ハイスクールにおける取組 〜滋賀県⽴彦根⼯業⾼等学校〜
彦根⼯業⾼等学校×滋賀県教育委員会×彦根市×彦根商⼯会議所

地域企業から匠の技と先端技術を学ぶ
学校設定科⽬「近江マイスター」において、１年次では地域企業の
先端技術やその専⾨家の働きを⾒学。
２年次では学校設定科⽬「ブラッシュアップ実習」において、地域企
業や専⾨家から技術を学ぶ。

本格的に、企業の組織の⼀員として現場で働く
「ブラッシュアップ実習」の履修者は３年⽣になると学校設定科⽬「プ
ログレス実習」（デュアルシステム）を実施。週１⽇、実際に企業で社
内プロジェクトチームのメンバーとして働く。
「お客さん」ではなく「社員」として扱われ、他のメンバーと協働して、実
際の業務の中で提案を⾏ったり、フィードバックを受ける体験をしている。
学校で学んだ知識・技術がどのように社会で使われているのかを理解し、
さらにその技術を使うための姿勢や考え⽅を学習。

⽣徒の⾃⼰肯定感もアップ

⽣徒に向けた⾮認知能⼒に関する調査において⾃⼰効⼒感、やり
抜く⼒のスコアが向上。

取組による成果等

専⾨⾼校と企業との関係性が深まり、企
業と連携したプログラムを各授業の内容と
紐づけて、体系的に学べる仕組みが整った。
⽣徒にとって、実際に働く現場で必要とさ
れることと学校で学んでいることを結び付け
て考える機会となり、学ぶ意欲の向上につ
ながっている。

教員が最先端技術や情報に触れる機
会が増え、⽣徒は実社会で学ぶことで、⾃
ら考えて⾏動する⼒や挑戦する意欲が⾼
まっている。
デュアルシステムで企業での働く体験が、
学校での学びの意味や⽬的に繋がり、彼ら
の進路実現に寄与していると感じている。

⾼校と企業が連携することで、⾮認知能⼒
が⾼まることが実証されれば、これからの⼯業
⾼校としての在り⽅の⼀つを⽰せると考えてい
る。

⻑期インターンシップやデュアルシステムの受
⼊れは企業にとって負担があったが、現場から
も「⼈⼯知能の活⽤など⼿探りの中、⾃分の
⼤きな学びにつながった」「外部からの視点で
業務改善に直接的に貢献」といった声があが
り、相互にとって学びのある取組となっている。

マイスター・ハイスクールＣＥＯ
（コーディネート機能を担う）

産業実務家教員
（地元企業のエンジニア）

彦根⼯業⾼校教諭 デュアルシステム受⼊れ企業



マイスター・ハイスクールにおける取組 〜新潟県⽴海洋⾼等学校〜
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海洋⾼等学校×新潟県教育委員会×⽷⿂川市×株式会社能⽔商店

ＩＴ活⽤を通じてこれからのスマート⽔産業を学ぶ
⽔産や海洋における情報技術を座学で学び、実習で地元企業や外
部講師の協⼒を得てＩＴ活⽤。
道の駅に「新潟海洋⾼校アンテナショップ
能⽔商店」をオープンし、ＷＥＢサイトでの
オンライン販売と融合。
⾃らがデジタル変⾰の推進役になれるよう
学びを深めている。

地域産業の持続可能性を実現する活動
地域産業会の全⾯的な⽀援（施設や設備利⽤・実践の場）をも
らい、地域の持続可能性を⾼めるプロジェクトを課題研究で取り組む。
新しい低コスト型鮭放流事業、モズク育成
域マップによる取りすぎの抑制、森が豊かな海
をつくる保安林の保護育成、究極の循環型
⾷糧⽣産アクアポニックス、廃棄物削減に向
けた⽔産加⼯残渣の有効活⽤などの課題に
向き合う。

資質・能⼒を評価するアセスメントテスト実施
「学びみらいPASS」によるｱｾｽﾒﾝﾄ
ﾃｽﾄを実施。ﾘﾃﾗｼｰ（情報収集⼒・
構想⼒など）の4つの⼒の着実な
伸⻑とｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ（協働⼒・⾃信創
出⼒など）の8つの⼒の３年次にお
ける著しい伸⻑が確認できた。

事業の取組や成果は商⼯会や観光協会でも話題に挙
がることも多く、さらなる連携に向けた機運は産業界でも⾼
まっている。
⽣徒はもちろん、学校や⾏政、事業に関わる全員が⽅向
性を共有し、真剣に取組を実⾏してきた成果だと思う。
この取組が市内ばかりでなく、広域にわたる地域連携の起
爆剤となる可能性を感じていると同時に、事業・取組の継
続に⼤きな期待をしている。

マイスター・ハイスクールＣＥＯ
（コーディネート機能を担う） 産業実務家教員

（観光物産センター）

私は海洋⾼校教員を退職・起業し、⽔産加⼯会社の経
営者として産業界から学校の学習を⽀援する⽴場となった。
学校設定科⽬「地域探究」の新設と各学科・コースの専
⾨性を活かして地域課題解決に取り組む教育プログラムの
運⽤により、海洋⾼校の学習活動を直接的に地域産業振
興に結び付けるという意思と持続可能性が⾼まった。
地⽅における専⾨⾼校の存在意義や可能性が今後さら
に⾼まっていくと信じている。

取組による成果等
毎年多くの県内外⽣徒が⼊学し、⽷⿂川市の地域振興
にも寄与している。
海洋⾼校では「キャリア教育」をはじめ、⽣徒が市内各地
を巡検する「ジオパーク学習」にも取り組むなど、地域や⼈と
の関わりにも⼒を⼊れている。
今後も⽣徒が社会の第⼀線で活躍できる能⼒を着実に
⾝に着け、未来を担う、時代に対応した⼈材育成の継続
に期待している。

⽷⿂川市の職員

新商品・新事業の創出、地域産業の活性化
新しい地域産業の⽴ち上げ「マリンスポーツイベント・海洋レジャー体
験サービスの開発による観光誘客」、地域⽔産資源を活⽤した新商品
開発、地域産業の持続可能性に向けた研究開発「鮭発眼卵放流に
よる漁協の担い⼿不⾜や経営改善」を推進。


